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1. 会社の体制および方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法および会社法施行規則により、大会社である取締役会設置会社に義

務づけられた内部統制システムの整備について、2006年５月19日開催の取締役会にお

いて決議しています。また、この決議内容については、社内外の環境変化などに応じ

て、適宜見直しを行っており、現在の決議内容は次のとおりです。

当社は「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康で楽しい生

活づくりに貢献します」という企業理念のもとで事業活動を推進していくものであ

り、そのために広く社会から信頼される企業として、内部統制機能の強化・充実を

重視した経営を実践していくことが重要であると考えています。

この考え方に基づき、内部統制システムの整備状況に関する当社の現状をあらた

めて確認したうえで、内部統制システム構築に関する基本方針を以下のとおり決議

しています。

なお、本決議内容は法令の改正・社内外の環境変化などに応じて、適宜見直しを

行い、内部統制システムの更なる強化・充実を図っていきます。

① 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

・ 当社は、役員および従事者が、企業活動を正しく行うための規範として「ヤ

クルト倫理綱領・行動規準」を制定し、対象者全員にこれを配布して内容の

周知徹底を図るとともに、コンプライアンスに関する社内研修を継続的に実

施しています。

・ また、社外の有識者をメンバーとする「コンプライアンス委員会」を定期的

に開催し、当社のコンプライアンス体制の整備に関する助言を受けていま

す。

・ さらに、会社が自ら法令違反を発見して改善する自浄作用を機能させること

を目的として内部通報制度を設置しています。

・ 加えて、当社は企業活動に脅威を与える反社会的勢力との関係を断固として

遮断、拒絶します。警察など関係機関と平素から緊密な連携を保つととも

に、社外の有識者を主たる委員とする「企業倫理委員会」により取引の監視

にも努め、反社会的勢力からの不当要求に対しては組織をあげて立ち向か

い、あらゆる法的対応をとります。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・ 株主総会および取締役会などの議事録については、法令に基づき、適切に保

存しています。

・ また、「文書取扱規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または

電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し、保存することとしています。

・ 取締役および監査役は、常時、これらの議事録・文書等を閲覧できるものと

しています。

・ さらに、「文書取扱規程」の中では機密保持についても規定し、情報漏洩防

止のための措置をとっています。
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③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ 組織横断的リスク状況の監視および全社的対応は管理本部が中心となって行

い、各部署に関わる業務に付随するリスク管理は当該部署が行うこととして

います。

・ また、突発的に発生する危機に対応するため、社長や本部長が、危機的事項

の内容に応じて設置される各種対策本部の本部長に就任することなどを規定

した「危機管理規程」を定めています。

・ さらに、お客さまへの安全な商品提供と品質保証体制の確立を目的に「品質

保証委員会」を設置・開催し、かつ、食品の品質保証に関わる全社的な統括

業務を行う独立した専門部署として「食品品質保証室」を設置しています。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 当社は、執行役員制度の導入により、取締役会の意思決定機能および監督機

能の強化を図るとともに業務執行責任を明確化し、それぞれの機能の効率性

を高めています。

・ また、会社の意思決定方法を「決裁規程」に定めて、重要性に応じた意思決

定を行うとともに、原則として毎週開催する経営政策審議会および執行役員

会を設置して、意思決定の迅速化を図っています。

・ さらに、業務の効率的な遂行を図ることを目的として、会社の組織機構やそ

の運営基準を、「組織規程」および「業務分掌表」に規定しています。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・ 子会社については、原則として当社の役員や社員を、当該子会社の役員とし

て派遣することによって業務の適正と効率的な執行の確保に努めています。

・ また、子会社および関連会社に対して、事前の稟議承認や報告を求める事項

などについて「関係会社管理規程」および「海外事業所管理規程」の中で定

めているほか、当社の内部監査部門（監査室）による監査も実施していま

す。

・ さらに、中期経営計画において、グループ全体の目標値の設定や経営戦略を

示すとともに、当社内に子会社の管理部署を設置して支援体制を敷くこと

や、子会社向けの研修などを実施することで、グループ全体の業務の適正を

確保しているほか、「危機管理規程」において、グループ全体における突発

的に発生する危機への対応を定めています。

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

・ 監査役専従のスタッフとして、会社の業務に精通し、監査役の職務を適切に

補助できる社員を配置しています。組織上、内部監査部門である「監査室」

とは独立した「監査役付」という立場で、直接監査役の指揮命令下で業務を

行います。

⑦ 前号の使用人の当社の取締役からの独立性および使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

・ 監査役専従のスタッフの取締役からの独立性と指示の実効性を確保するた

め、当該スタッフは組織上、いずれの部署にも所属せず、取締役の指揮命令

下には属しない立場となっています。
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・ また、その独立性を尊重するため、当該スタッフの人事考課は常勤監査役が

直接行うこととしています。

⑧ 当社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への

報告に関する体制

・ 取締役会のほか重要な会議に出席し、随時その議事録を閲覧するほか、重要

な稟議については、監査役による確認が行われており、その内容を把握でき

るシステムとなっています。

・ また、当社および子会社に対する内部監査結果についても常に報告がなされ

ています。

・ さらに、「取締役に事業の報告を求め、必要に応じて関係部署、子会社など

に報告を求める」旨を「監査役監査規程」に明記しています。

⑨ 監査役等に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを

受けないことを確保するための体制

・ 当社の監査役に報告を行った当社および子会社等の役員および社員に対し、

当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを一切禁じてい

ます。

・ また、「内部通報規程」において、報告をした者にとって不利益となる一切

の措置・言動を行ってはならない旨を規定しています。

⑩ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 「監査役監査規程」の中で「取締役会のほか重要な会議への出席」「欠席時の

説明要求や議事録・資料閲覧」「業務状況調査に必要な文書閲覧・関係部署

への報告要求」「子会社・関連会社への報告要求、業務・財産状況調査」の

権限を明記し、監査役監査が実効的に行われることを確保しています。

・ また、必要に応じて弁護士、公認会計士、コンサルタントなどの外部の専門

家の意見を聴取することができます。

・ さらに、外部の専門家の意見の聴取にかかる費用およびその他監査にかかる

諸経費は、当社が負担することとしています。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、取締役会において決議された「内部統制システム構築に関する基本方針」

に基づき、内部統制システムを整備し運用しています。

当事業年度では、コンプライアンス体制について、社外の有識者をメンバーとする

「コンプライアンス委員会」（２回）を開催し、当社のコンプライアンス推進状況に対

して意見・提言を受けました。また、社外の有識者を主たる委員とする「企業倫理委

員会」（１回）を開催し、当社の企業倫理活動の実施状況について確認を行いました。

監査体制については、監査役の取締役会８回への出席のほか、常勤監査役による経

営政策審議会や執行役員会などの重要な会議への出席とともに、監査役会において必

要に応じて取締役等から事業内容の報告を受けました。また、内部統制部門である監

査室による当社および子会社への監査などをはじめ、基本方針に基づいた運用を実施

しました。

海洋プラスチックごみなどの環境問題に対しては、「プラスチック資源循環推進委

員会」を設置し、具体策を講じ推進する体制を整えています。

そのほか、「危機管理規程」に基づき、「新型コロナウイルス総合対策本部」を設置

し、対応を図っています。
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2. 連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2021年４月１日残高 31,117 40,937 411,359 △ 52,725 430,688

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 9,945 △ 9,945

在外関連会社の
子会社に対する
持 分 変 動

163 163

非支配株主との
取 引 に 係 る
親会社の持分変動

14 14

親会社株主に帰属
する当期純利益

44,917 44,917

自己株式の取得 △ 11,669 △ 11,669

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額)

連結会計年度中の
変 動 額 合 計

－ 178 34,972 △ 11,669 23,480

2022年３月31日残高 31,117 41,116 446,331 △ 64,395 454,169

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

2021年４月１日残高 24,773 △ 48,482 △ 2,028 △ 25,737 34,810 439,761

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 9,945

在外関連会社の
子会社に対する
持 分 変 動

163

非支配株主との
取 引 に 係 る
親会社の持分変動

14

親会社株主に帰属
する当期純利益

44,917

自己株式の取得 △ 11,669

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額)

△ 6,445 24,396 △ 313 17,636 4,057 21,693

連結会計年度中の
変 動 額 合 計

△ 6,445 24,396 △ 313 17,636 4,057 45,174

2022年３月31日残高 18,327 △ 24,086 △ 2,342 △ 8,101 38,867 484,935
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3. 連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社数 74社

主要な連結子会社の名称

東京ヤクルト販売㈱、㈱岡山和気ヤクルト工場、ヤクルト商事㈱、

㈱ヤクルトマテリアル、ヤクルトヘルスフーズ㈱、

ヤクルトロジスティクス㈱、㈱ヤクルト球団、中国ヤクルト㈱

なお、当連結会計年度から、富山ヤクルト販売㈱（持分比率の増加）を連結子会社に含める

こととしました。

また、従来連結子会社であった京北ヤクルト販売㈱（連結子会社との合併）、福井ヤクルト

販売㈱（連結子会社との合併）を連結範囲から除外しています。

2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数 ４社

主要な持分法適用関連会社の名称

韓国ヤクルト㈱

持分法を適用していない関連会社の香川ヤクルト販売㈱他14社については、当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余金等（持分に見合う額）からみて、いずれも小規模であ

り、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、その投資については、

原価法により評価しています。また、持分法の適用にあたっては、各社の直近の事業年度に

係る計算書類を使用しています。

3. 会計方針に関する事項

重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法

棚卸資産 主として移動平均法による原価法

(連結貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法)
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重要な減価償却資産の減価償却の方法

当社および国内連結子会社

有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）

1998年３月31日以前取得 定率法

1998年４月１日以降取得 定額法

建物附属設備および構築物

2016年３月31日以前取得 定率法

2016年４月１日以降取得 定額法

その他の有形固定資産 定率法

主な耐用年数 建物及び構築物 12～50年

機械装置及び運搬具 ４～17年

無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウエア

自社利用のソフトウエア 自社における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産 定額法

リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法

在外連結子会社

有形固定資産 定額法

主な耐用年数 建物及び構築物 ５～40年

機械装置及び運搬具 ３～20年

無形固定資産 定額法

リース資産（使用権資産を含む） リース期間および使用可能期間に基づく定額法

重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社および国内連結子会社

は、一般債権については主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しています。また、在外連結子会社は、主として個別検討

による必要額を計上しています。

賞 与 引 当 金 当社および主要な連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に備

え、その見込額のうち当連結会計年度の費用とすべき額を見積計上

しています。

役員退職慰労引当金 主要な連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上しています。
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4. その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりです。

[国内] ㈱ヤクルト球団 12月31日

[海外] 中国ヤクルト㈱ 他26社 12月31日

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっています。

数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時に一括費用処理しています。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しています。

外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しています。

なお、在外連結子会社等の資産および負債は、在外連結子会社等の決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益および費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における非支配株主持分および為替換算調整勘定に含めています。

収益および費用の計上基準

当社および連結子会社は飲料および食品製造販売事業、医薬品製造販売事業を主要な事業

としています。

飲料および食品製造販売事業においては、製品・商品が引き渡された時点で製品・商品へ

の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識していま

す。

医薬品製造販売事業においては、製品・商品の出荷時から当該製品・商品の支配が顧客に

移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点において収益を認識していま

す。
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(会計方針の変更に関する注記)

1. 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することとしています。

これにより、飲料および食品製造販売事業部門（国内）では、従来、総額で収益を認識して

いた資機材売上について、顧客への財またはサービスの提供における役割（本人または代理

人）を判断した結果、純額で収益を認識する方法（代理人取引に該当）に変更しました。ま

た、同事業部門での量販店等へのセンターフィー、同事業部門、医薬品製造販売事業部門およ

びその他事業部門での販売奨励金等の顧客に支払われる対価については、従来の販売費及び一

般管理費から、売上高より減額する方法に変更しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より新たな会計方針を適用しています。

この結果、当連結会計年度の連結売上高は7,618百万円減少し、売上原価は3,944百万円減少

し、販売費及び一般管理費は3,673百万円減少しています。

なお、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益および利益剰余金の当期首残高に与え

る影響はありません。

2. 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用

することとしています。

なお、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。
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(会計上の見積りに関する注記)

海外子会社における有形固定資産の減損

・当連結会計年度計上額

建物及び構築物 84,139百万円のうち 35,582百万円

機械装置及び運搬具 52,964百万円のうち 39,141百万円

土地 43,084百万円のうち 3,215百万円

リース資産 11,446百万円のうち 6,977百万円

建設仮勘定 15,864百万円のうち 14,600百万円

その他 3,655百万円のうち 1,818百万円

・その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、主要な事業である飲料および食品製造販売事業部門において、日本を

除く39の国と地域で乳製品乳酸菌飲料を販売しており、その製造拠点として17の国と地域

で27工場（うち子会社工場20工場）を建設、稼働し、生産設備を有しています。

固定資産の減損に係る回収可能性の評価においては、原則として販売地域ごとに資金生

成単位または資産グループを識別し、減損の兆候の識別を行っています。

当連結会計年度において、海外子会社の各資金生成単位または資産グループごとに減損

損失の兆候の識別、認識の判定を行ったところ、ミャンマーヤクルト㈱において減損損失

を認識しました。

各海外子会社の業績は進出国および地域における政治・経済・社会的背景・法規制・自

然災害・感染症など多くの外部環境要因によって影響を受けます。また、進出して間もな

い海外子会社においては、特にプロバイオティクスが認識されていない国または地域に進

出する場合には、製品の市場浸透に期間を要することもあり事業計画未達の可能性も存在

します。これらの影響により減損の兆候が存在し、計画していた将来キャッシュ・フロー

を獲得できない場合は、固定資産について減損損失を計上する可能性があります。

なお、ミャンマーヤクルト㈱は、現在、政情不安やデモにより、従事者の安全を第一に、

営業・生産活動を１年以上見合わせています。その結果、減損損失の兆候があると判断し、

有形固定資産2,898百万円について、処分コスト控除後の公正価値を回収可能価額として算

定し、1,380百万円の減損損失を認識しました。今後、さらに状況が悪化した場合、有形固

定資産1,497百万円の全部または一部を減損損失として追加計上する可能性があります。

(連結貸借対照表に関する注記)

1. 受取手形及び売掛金

受取手形 32百万円

売掛金 52,548百万円
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2. 担保に供している資産

定期預金 9百万円

建物及び構築物 1,570百万円

土地 3,536百万円

上記資産を１年内返済予定の長期借入金264百万円、長期借入金1,721百万円の担保に供して

います。

上記資産のうち、当社の資産には銀行取引に係る根抵当権が設定されていますが、担保付債

務はありません。

3. 有形固定資産の減価償却累計額 265,754百万円

4. 貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結

しています。当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のと

おりです。

貸出コミットメントの総額 60,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 58,000百万円

(連結損益計算書に関する注記)

段階取得に係る差益（特別利益）

当社の関連会社であった富山ヤクルト販売㈱が、持分比率の増加により、連結子会社となった

ことに伴い発生したものです。

減損損失（特別損失）

主に、飲料および食品製造販売事業（海外）のミャンマーヤクルト㈱において、現在保有して

いる固定資産について、将来の収益性を考慮し、帳簿価額を減額（1,380百万円）したものです。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

(単位：千株)

当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式 171,045 － － 171,045

合計 171,045 － － 171,045

自己株式

普通株式(注) 10,593 1,857 － 12,450

合計 10,593 1,857 － 12,450

(注) 自己株式数の増加1,857千株は、2022年２月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取

得、単元未満株式の買い取りおよび子会社所有の親会社株式の増加によるものです。

2. 配当に関する事項

配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会

普通株式 4,172 26.0
2021年
３月31日

2021年
６月７日

2021年11月12日
取締役会

普通株式 5,777 36.0
2021年
９月30日

2021年
12月６日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となる

もの

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会

普通株式 5,712 利益剰余金 36.0
2022年
３月31日

2022年
６月６日
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(税効果会計に関する注記)

1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 3,601百万円

賞与引当金 1,819百万円

退職給付に係る負債 1,300百万円

固定資産（減損損失） 1,066百万円

その他 7,224百万円

繰延税金資産小計 15,012百万円

評価性引当額 △ 3,483百万円

繰延税金資産合計 11,529百万円

繰延税金負債

在外連結子会社、在外持分法
適用関連会社の留保利益

△ 16,511百万円

その他有価証券評価差額金 △ 8,120百万円

土地評価差額 △ 1,389百万円

その他 △ 4,109百万円

繰延税金負債合計 △ 30,131百万円

繰延税金資産（△は負債）の純額 △ 18,602百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％

(調整)

持分法による投資利益 △ 2.84％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.54％

在外連結子会社の税率差異 △ 4.34％

在外連結子会社、在外持分法適用
関連会社の留保利益

4.66％

税額控除 △ 1.04％

その他 1.47％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.07％
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社および連結子会社は、主に飲料および食品製造販売事業を行うための設備投資計画等に

照らして、必要な資金を銀行借入にて調達しています。一時的な余資は、安全性の高い短期的

な預金等に限定して運用し、資金運用を目的とした投機的な取引は行わない方針です。

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、当社および連結子会社の経理規程等社内規程に従

い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に

把握する体制としています。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係

を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価を取締役会に報告しています。

営業債務である支払手形及び買掛金、設備関係支払手形は、１年以内の支払期日のもので

す。

借入金は、主に設備投資に係る資金の調達を目的としたものです。このうち大部分が変動金

利を利用し、金利の変動リスクに晒されていますが、現在の借入金額と金利市場の状況に鑑

み、デリバティブ取引（金利スワップ取引）等によるリスクヘッジは実施していません。

また、営業債務および借入金は、資金調達に係る流動性リスクに晒されていますが、当社お

よび連結子会社では、各部門からの報告に基づき、経理部および関連部署が適時に資金繰り計

画を作成・更新するなどの方法により管理しています。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日における金融商品の連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は次のとおりです。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 64,065 64,065 －

資産計 64,065 64,065 －

(2) 長期借入金（※２） 65,716 65,757 41

負債計 65,716 65,757 41

(※１)「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」および

「設備関係支払手形」については、現金および短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に

近似するものであることから、記載を省略しています。

(※２) １年内返済予定の長期借入金を含めて記載しています。

(※３) 市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額（百万円）

区分 当連結会計年度

非上場株式 3,563

関連会社株式 73,044

これらについては、上記算定対象には含めていません。
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しています。

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しています。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 64,065 － － 64,065

資産計 64,065 － － 64,065

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む） － 65,757 － 65,757

負債計 － 65,757 － 65,757

(注) 時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

投資有価証券は全て上場株式であり、相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市

場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しています。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッド

を上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定し、その時価をレベル２の時価に分類してい

ます。
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(収益認識に関する注記)

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

飲料および食品製造販売事業

（日本） （米州）
（アジア・

（ヨーロッパ）
オセアニア）

売上高

顧客との契約から生じる収益 195,725 47,388 128,199 9,413

その他の収益 － － － －

外部顧客に対する売上高 195,725 47,388 128,199 9,413

医薬品製造
その他事業

連結計算書類

販売事業 計上額

売上高

顧客との契約から生じる収益 16,992 17,397 415,116

その他の収益 － － －

外部顧客に対する売上高 16,992 17,397 415,116

2. 収益を理解するための基礎となる情報

当社および連結子会社は飲料および食品製造販売事業、医薬品製造販売事業を主要な事業とし

ています。

飲料および食品製造販売事業においては、製品・商品が引き渡された時点で製品・商品への支

配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しています。当該販

売から生じる収益については、主に宅配部門では製品・商品が引き渡された時点の販売価格を対

価とし、また量販店等では顧客との契約において約束された販売価格を対価とし、販売奨励金お

よびセンターフィー等の顧客に支払われる対価を控除した金額で測定しています。

飲料および食品製造販売事業での資機材売上については、顧客への財またはサービスの提供に

おける役割を代理人取引に該当すると判断し、純額で収益を認識しています。

医薬品製造販売事業においては、製品・商品の出荷時から当該製品・商品の支配が顧客に移転

される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点において収益を認識しています。当該販

売から生じる収益については、顧客との契約において約束された販売価格を対価とし、販売奨励

金を控除した金額で測定しています。

なお、約束された対価は履行義務の充足時点から、飲料および食品製造販売事業においては概

ね１か月、医薬品製造販売事業においては概ね４か月で支払いを受けており、対価の金額に重要

な金融要素は含まれていません。

また、重要な残存履行義務が存在する取引や、重要な契約残高はありません。
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(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 2,812円63銭

１株当たり当期純利益金額 280円36銭

(退職給付会計に関する注記)

1. 採用している退職給付制度の概要

当社および主要な連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度および退職一時金制

度を設けています。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、一部の連結子会社は、簡便法により退職給付に係る負債、退職給付に係る資産および退

職給付費用を計算しています。

2. 確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 66,579百万円

勤務費用 3,361百万円

利息費用 551百万円

数理計算上の差異の発生額 △ 1,085百万円

退職給付の支払額 △ 4,009百万円

その他 78百万円

退職給付債務の期末残高 65,476百万円

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 64,615百万円

期待運用収益 1,603百万円

数理計算上の差異の発生額 △ 2,082百万円

事業主からの拠出額 3,888百万円

退職給付の支払額 △ 3,597百万円

その他 226百万円

年金資産の期末残高 64,654百万円

(3)退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債

および退職給付に係る資産の調整表

積立金型制度の退職給付債務 63,087百万円

年金資産 △ 64,654百万円

△ 1,566百万円

非積立型制度の退職給付債務 2,388百万円

連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

821百万円

退職給付に係る負債 4,280百万円

退職給付に係る資産 △ 3,458百万円

連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

821百万円
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(4)退職給付費用およびその内訳項目の金額

勤務費用 3,361百万円

利息費用 551百万円

期待運用収益 △ 1,603百万円

数理計算上の差異の費用処理額 400百万円

その他 38百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 2,748百万円

(5)退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

数理計算上の差異 △ 451百万円

合計 △ 451百万円

(6)退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

未認識数理計算上の差異 3,387百万円

合計 3,387百万円

(7)年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次のとおりです。

債券 17％

株式 19％

現金及び預金 26％

一般勘定 27％

その他 11％

合計 100％

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率は、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産から現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。

(8)数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.79％

長期期待運用収益率 2.50％
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4. 株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2021年４月１日残高 31,117 40,659 40,659 7,779 1,332 107,900 31,237

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△ 10 10

別途積立金の積立 16,400 △ 16,400

剰 余 金 の 配 当 △ 9,950

当 期 純 利 益 31,130

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △ 10 16,400 4,790

2022年３月31日残高 31,117 40,659 40,659 7,779 1,322 124,300 36,027

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
自己株式

株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計利益剰余金合計

2021年４月１日残高 148,249 △ 52,332 167,693 24,504 24,504 192,198

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

－ － －

別途積立金の積立 － － －

剰 余 金 の 配 当 △ 9,950 △ 9,950 △ 9,950

当 期 純 利 益 31,130 31,130 31,130

自 己 株 式 の 取 得 △ 11,479 △ 11,479 △ 11,479

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

△ 6,386 △ 6,386 △ 6,386

当 期 変 動 額 合 計 21,180 △ 11,479 9,700 △ 6,386 △ 6,386 3,313

2022年３月31日残高 169,429 △ 63,812 177,394 18,118 18,118 195,512
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5. 個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準および評価方法

有価証券

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

棚卸資産

商品・製品・仕掛品・原材料・

貯蔵品

移動平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)

2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）

1998年３月31日以前取得 定率法

1998年４月１日以降取得 定額法

建物附属設備および構築物

2016年３月31日以前取得 定率法

2016年４月１日以降取得 定額法

その他の有形固定資産 定率法

主な耐用年数 建物 12～50年

機械及び装置 ４～17年

無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウエア

自社利用のソフトウエア 自社における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産 定額法

リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法

3. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しています。

投資損失引当金 関係会社株式の価値の減少による損失に備えるため、当該会社の財政状

態を勘案して個別検討による必要額を計上しています。

賞 与 引 当 金 従業員に対する夏季賞与の支給に備え、その見込額のうち当事業年度の

費用とすべき額を見積計上しています。
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退職給付引当金

(前払年金費用)

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上しています。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。

過去勤務費用は、その発生時に一括費用処理しています。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。

なお、当事業年度末では、年金資産の合計額が退職給付債務から未認識

数理計算上の差異を控除した金額を超過しているため、当該超過額を前

払年金費用（投資その他の資産）に計上しています。

4. 収益及び費用の計上基準

当社は、原則として、製品および商品が引き渡された時点で支配が顧客に移転し、履行義務

が充足されると判断し、収益を認識しています。

なお、医薬品については、出荷時から支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間で

あるため、出荷時点において収益を認識しています。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法が、連結計算書類と異なります。

外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しています。

(会計方針の変更に関する注記)

1. 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す

ることとしています。

これにより、従来、総額で収益を認識していた資機材売上について、顧客への財またはサー

ビスの提供における役割（本人または代理人）を判断した結果、純額で収益を認識する方法

（代理人取引に該当）に変更しました。また、販売奨励金等の顧客に支払われる対価について

は、従来の販売費及び一般管理費から、売上高より減額する方法に変更しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当事業年度の期首より新たな会計方針を適用しています。

この結果、当事業年度の売上高は22,299百万円減少し、売上原価は19,937百万円減少し、販

売費および一般管理費は2,361百万円減少しています。

なお、営業利益、経常利益、税引前当期純利益および利益剰余金の当期首残高に与える影響

はありません。
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2. 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な

取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用するこ

ととしています。なお、計算書類に与える影響はありません。

(会計上の見積りに関する注記)

海外子会社株式の評価

・当事業年度計上額 関係会社株式 100,819百万円のうち64,865百万円

・その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、主要な事業である飲料および食品製造販売事業部門において、日本を除く

39の国と地域で乳製品乳酸菌飲料を製造、販売しており、海外には30社の子会社を有していま

す。

海外子会社株式の評価は、取得原価と実質価額を比較し判定を行っています。当事業年度に

おいて、海外子会社ごとに判定を行ったところ、実質価額の著しい下落はなく、認識すべき評

価損はありませんでした。

各海外子会社の業績は進出国および地域における政治・経済・社会的背景・法規制・自然災

害・感染症など多くの外部環境要因によって影響を受けます。また、進出して間もない海外子

会社においては、特にプロバイオティクスが認識されていない国または地域に進出する場合に

は、製品の市場浸透に期間を要することもあり事業計画未達の可能性も存在します。これらの

影響が顕在化し、固定資産の減損損失等が認識され、実質価額の著しい下落が発生した場合

は、その下落分の評価損を計上する可能性があります。

なお、ミャンマーヤクルト㈱は、現在、政情不安やデモにより、従事者の安全を第一に、営

業・生産活動を１年以上見合わせており、当社保有ミャンマーヤクルト㈱の子会社株式につい

て、健全性の観点から投資損失引当金2,755百万円を計上しました。今後、さらに状況が悪化

した場合、当社は投資損失引当金控除後の簿価の全部または一部を評価損として計上する可能

性があります。

(貸借対照表に関する注記)

1. 担保に供している資産

建物 223百万円

土地 2,524百万円

上記資産に銀行取引に係る根抵当権が設定されていますが、担保付債務はありません。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 116,251百万円
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3. 偶発債務

下記会社の借入金に対して債務保証を行っています。

㈱岡山和気ヤクルト工場 675百万円

㈱愛知ヤクルト工場 52百万円

4. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 31,273百万円

短期金銭債務 12,892百万円

長期金銭債権 1,700百万円

長期金銭債務 117百万円

5. 取締役、監査役に対する金銭債権および金銭債務

長期金銭債務 3百万円

6. 貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結

しています。当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおり

です。

貸出コミットメントの総額 60,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 58,000百万円

(損益計算書に関する注記)

1. 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 78,511百万円

仕入高等 28,482百万円

営業取引以外の取引による取引高

資産譲渡高 677百万円

資産購入高 2百万円

その他 20,168百万円

2. 研究開発費の総額 8,655百万円

3. 投資損失引当金戻入額

アメリカヤクルト㈱ 2,436百万円

ミャンマーヤクルト㈱ △ 2,755百万円（注）

その他 442百万円

（注）投資損失引当金繰入額を△で表示しています。
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(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 12,374,226株

(税効果会計に関する注記)

1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

委託研究費等 1,127百万円

固定資産（減損損失） 1,018百万円

賞与引当金 978百万円

その他 5,333百万円

繰延税金資産小計 8,458百万円

評価性引当額 △ 4,249百万円

繰延税金資産合計 4,209百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 7,899百万円

前払年金費用 △ 1,756百万円

固定資産圧縮積立金 △ 583百万円

その他 △ 59百万円

繰延税金負債合計 △ 10,298百万円

繰延税金資産（△は負債）の純額 △ 6,089百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.64％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△ 15.65％

評価性引当額 △ 0.11％

税額控除 △ 1.93％

外国子会社配当金に係る源泉所得税 3.29％

その他 △ 0.26％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.60％
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社および関連会社等

種類
会社等の
名称

議 決 権 等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
㈱ヤクルト
アセット

マネジメント

所有
直接
100

資金の借入
役員の兼任

資金の借入
（注）

1,500
短期
借入金

6,010

取引条件および取引条件の決定方針等

(注) 資金の借入利率については、市場金利を勘案し決定しています。なお、担保は提供していませ

ん。

(収益認識に関する注記)

収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一です。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,232円19銭

１株当たり当期純利益金額 194円21銭
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